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（午前９時５８分 開会） 

○渡辺慎吾委員長 ただいまから総務建

設常任委員会を始めます。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 暑さが戻ってきたかと思えば、全国あち

こちで豪雨災害がまた起こっているよう

でございますが、そんな中、お忙しいとこ

ろ、本日は、総務建設常任委員会をお持ち

いただきまして、大変ありがとうございま

す。 

 本日は、過日の本会議で当委員会に付託

されました案件について、ご審査をいただ

きますが、何とぞ慎重審査の上、ご可決い

ただきますよう、よろしくお願いいたしま

す。 

 一旦退席させていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は三好義治

委員を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

 暫時休憩いたします。 

（午前１０時   休憩） 

（午前１０時１分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

議案第４２号所管分の審査を行います。 

補足説明を求めます。 

井口総務部長。 

○井口総務部長 おはようございます。 

それでは、議案第４２号、令和元年度摂

津市一般会計補正予算（第２号）のうち、

総務部所管部分につきまして、補足説明を

させていただきます。 

まず初めに、補正予算書の５ページ、第

３表地方債の補正をごらんください。 

今回の補正は、臨時財政対策債で普通交

付税の算定の結果、新たに起債の同意が見

込まれ、追加するものでございます。 

次に、歳入についてでございますが、１

０ページをごらんください。 

款１０地方特例交付金、項１地方特例交

付金、目１地方特例交付金につきましては、

２，８４６万４，０００円増額いたしてお

ります。 

項２子ども・子育て支援臨時交付金、目

１子ども・子育て支援臨時交付金につきま

しては、幼児教育・保育無償化に係る交付

金で、１億８，８１０万７，０００円を計

上いたしております。 

款１１地方交付税、項１地方交付税、目

１地方交付税につきましては、普通交付税

として、２億６，５６４万４，０００円が

交付されることとなったものでございま

す。 

次に、１４ページ、款１９繰入金、項２

基金繰入金、目１財政調整基金繰入金につ

きましては、今回の補正財源を調整するた

め、８億８，０３１万１，０００円減額い

たしております。 

１６ページ、款２１市債、項１市債、目

７臨時財政対策債につきましては、４億７，

８７４万７，０００円を計上いたしており

ます。 

款２２繰越金、項１繰越金、目１繰越金

につきましては、前年度繰越金４億５１８

万３，０００円を計上いたしております。 

続きまして、歳出についてでございます

が、１８ページをごらんください。 

款２総務費、項１総務管理費、目１８財

政調整基金費につきましては、地方財政法
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第７条の規定による積み立てのため、２億

２５９万２，０００円増額いたしておりま

す。 

次に、２０ページ、款８消防費、項１消

防費、目４災害対策費につきましては、災

害対策基金積立金を１，０００万円増額い

たしております。 

以上、議案第４２号、令和元年度摂津市

一般会計補正予算（第２号）の補足説明と

させていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 明原消防長。 

○明原消防長 それでは、議案第４２号、

令和元年度摂津市一般会計補正予算（第２

号）のうち、消防本部に係る事項につきま

して、補足説明をさせていただきます。 

補正予算書２０ページ、款８消防費、項

１消防費、目１常備消防費で、補正をお願

いいたします内容は、職員採用及び消防職

員の感染症対策経費でございます。 

旅費、需用費及び負担金補助及び交付金

は、中途退職補充として新規採用する２名

にかかる普通旅費、被服等の消耗品費、消

防学校入校負担金等でございます。 

委託料は、救急隊員・消防隊員の感染防

止対策経費でございまして、４種の感染症、

麻しん、風疹、流行性耳下腺炎、水痘の抗

体検査及びワクチン接種経費でございま

す。 

平成３１年３月の総務省消防庁通知及

び同年４月の大阪府三島救命救急センタ

ー通知並びに病院実習者等における予防

接種ガイドラインの改正等に基づきまし

て、今回の補正をお願いいたすものでござ

います。 

以上、令和元年度摂津市一般会計補正予

算（第２号）のうち、消防本部所管分の補

足説明とさせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

松本委員。 

○松本暁彦委員 おはようございます。 

それでは、質問をさせていただきます。

まず、１０ページの子ども・子育て支援臨

時交付金についてですが、これは幼児教育

の無償化についてということで入ったと

いうことですが、これについて、改めて詳

細を説明いただきたいと思います。 

そして次に、地方交付税で今回約２億６，

５００万円という普通交付税が入ったと

いうことで、非常に大きなものと認識をし

ておりますが、この算定について、なぜこ

の金額が入ったのかということを改めて

お聞かせください。 

続いて、２０ページの常備消防費のとこ

ろで、職員特別健康診断委託料については、

感染症に対する診断ということで認識を

しておりますが、これについては、もう少

し詳細についてお聞かせください。 

最後に、災害対策費ということで、今回

補正予算のほうでまた１，０００万円を追

加というところでございます。これについ

て、最終的に今年度の当初予算のところで

も、積立金については議論があったという

ところで、改めて、今回１，０００万円積

み立てしたというところの経緯等、お聞か

せください。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、補正予算書

１０ページの質問番号１番の子ども・子育

て支援臨時交付金について、ご説明いたし

ます。 

今般、幼児教育・保育の無償化が行われ

ることになりました。基本的にそれにかか

る財源といたしましては、国が２分の１、

都道府県が４分の１、市町村が４分の１と
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いうことになっております。ただし、今回

のこの無償化につきましては、消費税及び

地方消費税の税率を上げる。その上げた財

源をもって、今回の施策を実施するという

形になっております。ただ、市町村に地方

消費税の増額分、これは交付金で国から都

道府県にいって、そこから市に交付金とし

て交付されるのですけれども、この交付金

の増額については、納税の時期の関係から、

市町村に増額分が波及するのが来年度以

降ということになっておりまして、この無

償化の議論がされる際に、地方のほうから

国のほうにそういった財源が今年度につ

いては入ってこないというふうな申し入

れをさせていただいて、国もそれを一定く

んでいただいて、今年度に限っては、地方

の負担分については国が見るということ

になりまして、それ見合いの分として、こ

の子ども・子育て支援臨時交付金１億８，

８００万円を計上させていただいたとこ

ろです。 

続きまして、２番目の同じく１０ページ

の普通交付税の内容ですけれども、今回、

普通交付税２億６，５６４万４，０００円

ということになっておりますけれども、中

身を検証していきますと、まず１点目とし

ては、法人市民税、これについて、算定の

額が昨年度より１億円余り減っていると

いう状況がございます。 

市に入ってくる法人市民税自体はそん

なに変わってないんですけれども、普通交

付税の算定上、前年度の調定額をもとに、

今年度の法人市民税の入ってくる額を推

計するんですけれども、前年度の調定額に

一定の乗率を掛けるんですが、その乗率が

毎年ちょっと変更されております。去年は

１．１３を掛けてたんですけれども、こと

しは１．０２を掛けているというところで、

法人市民税が、算定上は減ってるというこ

とが一つ大きな要因となっております。 

もう一つは、たばこ税につきましてです

けれども、たばこ税が１億６，０００万円

ほど算定上は減っているという形になっ

ております。これにつきましては、たばこ

税は、３年前の税額と前年度の税額を比べ

て、今年度の税額を推計するんですけれど

も、平成２８年度については、たばこ税は

かなり増収があったという影響で、今年度

１億６，０００万円の減収となっておりま

す。 

そのほか、高齢者福祉に係る需要額が大

分算定上伸びていたというところで、総額

として、２億６，５００万円ほどの交付税

の交付が見込まれるという結果になった

ものでございます。 

以上になります。 

○渡辺慎吾委員長 松田部参事。 

○松田消防本部参事 それでは、麻しん、

風疹、流行性耳下腺炎、水痘の４種の抗体

検査及びワクチン接種について、お答えい

たします。 

経緯といたしましては、昨年度、総務省

消防庁から、平成３０年度救急業務のあり

方に関する検討会において、各消防本部の

感染防止対策について、救急隊員への抗体

検査及びワクチン接種を実施することを

推進するとの情報提供がございました。 

平成３１年２月には、大阪府感染症情報

センターから、大阪府内の麻しん急増に関

する情報第一報が発表される中、同時期に、

済生会茨木病院において、麻しんの院内感

染を確認したとの報道発表もございまし

た。さらには、三島救命救急センターにお

いて、平成３０年度救急救命士の再教育病

院実習時に、救急救命士が風疹を発症した

という事案も発生いたしました。 
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このような状況のもと、平成３１年３月

２０日、三島救命救急センターから消防職

員がこれらの感染症の抗体価を確認しな

いまま、医療に従事することは大きな問題

があるとの指摘を受け、早期に対応するよ

う依頼がございました。その後、平成３１

年４月１日付で、病院実習者における予防

接種ガイドラインも改正され、以後、病院

実習においては、ワクチン接種記録表の提

出が必要となり、５年ごとに抗体検査を実

施することが必要となりました。これを受

けまして、４種の感染症について、抗体検

査及びワクチン接種を行うものでござい

ます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では、災害対策基金

積立金の増額の経緯について、お答えいた

します。 

この基金なんですけれども、災害発生直

後の初動対応に主眼を置くものでござい

まして、具体的には、被災者に配布します

非常食であったり、飲料水、ブルーシート、

また、さらにはほかの自治体が大災害に遭

われたときの我々支援に向かいます緊急

支援に要する費用、このあたりを想定して

おります。最終的には、基金を５，０００

万円程度まで積み立てたいと考えており

まして、毎年の決算余剰金、これを原資に

積立金を増額してまいりたいと考えてお

ります。ただ、一気に、目標とする５，０

００万円まで積み立てることは厳しい状

況でございます。余剰金からどの程度を災

害対策基金に積み立てるべきかは、その都

度、財政当局と協議しながら進めてまいり

たいと考えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、２回目のご質

問や確認等をさせていただきます。 

まず１点目の子ども・子育て支援臨時交

付金につきましては、次年度、消費税増税

に伴って、次年度以降に無償化の費用が出

るというところで、今回はまだそれがない

というところの臨時交付金ということで

理解をいたしました。 

ということで、これ次年度以降について

は、この交付金ではなくて、もう当初から

国と府と市とが、それぞれが出すという認

識でよろしいのでしょうか。 

そして２点目、地方交付税について、普

通交付税が多くの算定というところで、こ

のような結果が出たということについて

は理解をいたしました。やはり、この普通

交付税、市の財政にとっては、非常にあり

がたいものかと思いますけども、これにつ

いて、有効に活用されているのかというこ

とを一つお聞かせください。 

そして次に、消防につきまして、３点目、

職員特別健康診断委託料について、感染症

予防というところで、医療に従事する者が

必要であるということで、緊急に、迅速に

対応するために今回挙げたということで

理解をいたしました。ということは、今後、

新規隊員等についても、継続的にこれをさ

れていくのかという部分について、確認を

させていただきたい。 

最後、災害対策基金積立金というところ

については、財政当局と調整をして、可能

な範囲でできるだけ早く積み立てていき

たいというところでの形で理解をいたし

ました。これにつきましては、引き続き、

災害がいつ起こるかわからないと言われ

ている中で、バランスというところもある

と思いますので、できるだけ努力のほうを

よろしくお願いをいたします。これは要望
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です。 

以上です。３点です。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、１点目の子

ども・子育て支援臨時交付金の件ですけれ

ども、委員がご指摘いただいていますよう

に、来年度は、この臨時交付金がございま

せん。このうち、今回臨時交付金として計

上させていただいた分としては、本来府が

負担する分も入っておりますので、このう

ちの一部は、大阪府からの負担金として歳

入を計上できるものというふうに考えて

おりますが、大部分は、市の一般財源とし

て準備しなければいけないと考えており

ます。 

それから、２点目の交付税につきまして

は、当初、普通交付税を見込んでおりませ

んでした。その中で、当初予算編成してい

く上で財源不足等があり、財政調整基金の

繰入金、それから公共施設整備基金の繰入

金等で財源不足額を補っていたというと

ころがございます。今回、普通交付税、一

般財源として交付されるものですので、そ

ういったところで、財政調整基金の繰入金

を今回減額させていただいております。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 松田部参事。 

○松田消防本部参事 新規採用者につい

てはどうなのかという質問にお答えいた

します。 

新規採用職員についてでございますが、

全消防職員を対象としておりますので、９

月末で消防学校初任科を終業する６名の

分も含まれております。 

なお、予防接種ガイドラインで５年ごと

の抗体検査を実施することとされており

ますので、今後は５年ごとに抗体検査及び

ワクチン接種を行っていきたいと考えて

おります。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは３点目、要望と

いう形でさせていただきます。 

まず、子育て支援臨時交付金については、

次年度以降については、国、府、市と、そ

れぞれ当初から出るということで理解を

いたしました。やはり、この消費税増税の

大きな目的は、子育て支援、幼児教育・保

育の無償化というところが非常に大きな

目玉でございます。そういった点で、この

ように財政に負担がかかるかもしれませ

んが、必要なことと理解をしております。

これについては、市としても、市民の子育

て支援にしっかりと活用し、子育て支援を

しっかりと行っていただければと思いま

す。 

そして２番目、普通交付税につきまして

も、今回財政調整基金等から必要な分をい

うのを先にすることができたというとこ

ろで、財政としては、非常に柔軟性を持っ

てされているということを理解いたしま

した。財政調整基金でも、今後ますます千

里丘駅西地区再開発の大きな費用が大き

く出るという中で、柔軟な財政運用という

のが非常に重要なのかと認識をしており

ますので、引き続き、このような形で柔軟

に対応していただければと思います。 

最後に、消防の職員特別健康診断委託料

については、今後５年から抗体検査をする

というところで理解をいたしました。ぜひ、

やはり消防職員が医療に従事すると、非常

に市民から期待されているところでござ

いますので、そういったちょっとした感染

症、インフルエンザもそうですけども、し

っかりと自分たちがまず第一に健康に気

遣っていただき、今職務に従事できるよう
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に、配慮等よろしくお願いをいたします。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

野口委員。 

○野口博委員 そしたら、幾つかお尋ねい

たします。 

最初に、地方特例交付金の問題について、

今回２項目にありますけれども、地方特例

交付金の問題、それについて少しお尋ねし

たいと思います。 

毎年７，０００万円前後、今回、今議論

された子育て関係で、幼児教育・保育の無

償化の関係で入りますけども、これまでな

いということで、大体そんな中で、毎年７，

０００万円前後で推移しておりますけど

も、今回たくさんふえていると、１億円を

超えていますので、その辺の内訳と、住宅

ローン減税分が住民税に入り込んで、その

分、自治体としては減収になったというこ

とで、いろいろそういう予算もあると、入

っておると思いますけども、その辺から見

て、住宅ローン減税に対する市民の方々の

利用件数だとか含めて、市民の生活実態が

わかれば、どう見ているのかとか、ちょっ

とお尋ねしておきます。 

二つ目は、地方交付税の問題です。交付

団体にことしもなるということになりま

した。いつも議論しておりますけども、今

回、臨時財政対策債について４億８，００

０万円程度計上されました。いろいろこの

問題について、地方自治体として赤字だと

いう議論が、赤字地方債という言葉でいつ

も議論される問題について、少し、その見

方について議論したいと思っています。 

当然ご承知のとおり、何でも使えるお金

として、この臨時財政対策債を組めること

になったわけでありますけれども、もとも

と、この地方交付税制度がいろんな矛盾を

抱えながら今日に至っておりますので、い

わゆる、国民が納めた国税５税のうち、３

割を地方交付税の原資に充てて、そこにい

ろいろ国が定めた大体、この地方自治体の

標準的な仕事をしてもらうのに必要なお

金ということで、足らん分は出しますねと

いうことで、こういう３割自治といわれる、

こういう大もとの問題はここにあるんで

すけれども、本来、国がちゃんと持って、

地方自治体としては借金しなくて面倒見

るという、こういう性格で出発したのが、

国の地方交付税特別会計がごっつい借金

がふえてきたということで、何とか地方自

治体として、借金を認めるから、地方分と

してこういう形でやってくれんかという

出発なので、そういう中で出発したこの制

度ですので、単純な赤字地方債という見方

でいいのかという問題について、改めてお

尋ねしときたいと思います。 

三つ目が、基金の問題であります。今回

の今説明ありましたように、当初財政調整

基金について１６億円計上しましたけど

も、今回８億８，０００万円減らして、い

わゆる繰越概算が半分である２億円、これ

を積み増したということで、結果として、

この９月時点で、財政調整基金は４１億５，

０００万円と、減債が３０億円、公共施設

整備基金が４３億円ということで、合わせ

て、使用基金残高で言えば１１５億円と。

これに都市開発基金１０億円が本来入っ

てきますので、現時点では１２５億円の基

金を残高として持っているということに

なっているわけでありますけども、今回、

交付団体になりまして、そういう意味での

財源調整の中で、いろんな基金の問題につ

いても、いろんな対応がされておりますけ

ども、こういう状況を踏まえて、平成３１

年度、令和元年度の前半、半年間過ぎまし
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たので、今後の半年間を見ながら、この残

高についてどう見ているのかと。１年前は、

１４０億円ということで見込んでいると

いう数字が年度中出ましたけども、実際１

３４億円と、都市開発費を含めてですね、

これで閉められようとしておりますけど

も、今年度末に国の基金の問題について、

どう今見てるのか、ちょっとお尋ねしとき

たいと思います。 

消防の問題であります。災害対策の問題

について今議論されました。経過はわかり

ます。毎年毎年ご承知のとおり、台風にし

ろ、地震にしろ、いろんな災害が発生しま

す。目標５，０００万円という数字は別に

して、目標を設定しとるならば、ちょこち

ょこされるんじゃなくて、一発でためると

いうことは、当然、今の毎年の状況からす

れば、僕は必要じゃないかと思いますけど

も、その辺の積み方の問題と実際毎年災害

が起きて、すぐこの金額を使う可能性が強

いという関係で見れば、わずか５，０００

万円でありますので、積むべきじゃないか

という、そういう意見なんですけども、ど

ないでしょうかと。 

消防の問題について、今回、消防学校に

負担金として入校４８万３，０００円が出

ております。毎年この時期に、秋に採用さ

れた方について、消防学校へ行っていただ

くということで予算計上されますけども、

その辺の今回の４８万３，０００円の入校

負担金の問題と、新規採用職員の関係含め

て、いわゆる消防職員の正規職員の実態に

ついて、絡めてちょっとお答えをいただき

たいと。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、質問１番目

の特例交付金について、答弁申し上げます。 

まず、今回の特例交付金の内訳ですけれ

ども、補正後予算で１億２４６万４，００

０円、特例交付金として予算を計上させて

いただいております。このうち、いわゆる

住宅ローンの特別税額控除に係るものが

９，５６０万８，０００円、それから、今

年特別なものとして、自動車税、それから

軽自動車税の環境性能割の減税が消費税

及び地方消費税の増税に合わせて行われ

ます。このため、その特別減税の減収分、

地方の減収分を補填するということで、こ

の２項目が特例交付金として新たに国か

ら交付される予定になっております。この

金額が、それぞれ自動車税に係るものが５

７２万４，０００円、それから軽自動車税

に係るものが１１３万２，０００円、これ

らトータルいたしまして、１億２４６万４，

０００円が交付される見込みとなってお

ります。 

それから、住宅ローンの控除に関してで

すけれども、令和元年度、この住宅ローン

の特別税額控除を適用されますのが、２，

２３４名の納税者の方について適用され

ると税の担当課からは聞いているところ

でございます。このうち、平成３０年度に

新たに住宅の用に供した方が３０５名お

られるということですので、近年も少しず

つ住宅を購入されて、この住宅ローンの控

除を適用される方が続いているのかなと

考えているところです。 

それから２番目の普通交付税に関係し

て、臨時財政対策債をどうとらえているか

というところですけれども、委員もおっし

ゃっていただいていますように、まず第一

としては、やはり交付税の原資を十分確保

していただく、それによって、臨時財政対

策債ではなく、きちんと普通交付税で交付

していただく、これが本来であると我々と
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しても考えております。 

総務省としても、全く同じ考えてござい

まして、毎年財務省に対しては、事項要求

という形で、法定の税率ですね。各所得税

等の一定割合を交付税の原資としており

ますけれども、その割合を上げるようにと。

これについては、交付税法にも定められて

いることですので、毎年、総務省としては、

財務省に事項要求していただいておりま

して、我々としても、同様の要望を続けて

いるところでございます。 

それから、３番目の基金についてですけ

れども、現在、予算上は委員がおっしゃっ

ていただいた数字となっております。昨年

度は、この時期、それから少し前ですね、

台風や地震等によって基金を取り崩して

対応したところがございますけれども、今

年度、今の状況、それから例年の状況を踏

まえますと、何とか各課執行努力いただけ

れば、基金の減少については大分抑えるこ

とができるんではないかなと。特に今回、

普通交付税も交付されております。臨時財

政対策債については、最終決算状況を見な

がら発行するかどうかを決めたいと考え

ておりますけれども、基金の取り崩しにつ

いては、大分抑えれるのではないのかなと

考えておりまして、各課いろいろご努力を

引き続きお願いしたいと考えているとこ

ろです。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 松田部参事。 

○松田消防本部参事 それでは、消防学校

入校負担金と職員数についての質問にお

答えいたします。 

まず、定年退職に係る補充につきまして

は、当初予算で計上させていただいており

ます。今回お願いいたしております補正の

金額ですが、今年度４月に１名が退職いた

しました。９月末、さらに１名が退職しま

すことから、計２名の欠員の補充をするた

め、新規採用職員の消防学校初任科入校等

に係る経費を計上させていただいており

ます。 

実員でございますけれども、令和元年９

月３０日ですけれども、退職者１名を除き

まして９４名、それと、１０月１日では６

名の新人が帰ってきますので１００名と

なります。それと、令和２年ですけれども、

４月１日で２名の採用を予定しておりま

すので、合計１０２名となります。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では、災害対策基金

積立金、この金額を目標金額５，０００万

円に一気に積み立ててはどうかというお

問いに対して、お答えいたします。 

この災害対策基金なんですけれども、こ

の平成３１年度の当初予算で備品等かな

り拡充させていただいておりまして、当座

必要なものは満たしつつあります。ただ、

我々といたしましては、これからまた市民

のまさかに備えまして、基金も当然備えて

いかなあかんところですので、その都度、

毎年毎年決算余剰金等を見ながら、庁内で

検討しながら、額を定めてまいりたいと考

えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 最初の地方特例交付金の

問題であります。住宅ローンの対象人数、

一応紹介してもらったので、そういう市民

の方々の住宅購入、実際、今１０年間です

かね。そういう中で、２，０００名のこう

いう方々が受けておられるという実態は

ちょっとわかりましたけど、それをどう見

るかというのは、また今のところわかりま
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せんけども、実態はわかったということで、

終わっておきたいと思います。 

二つ目の問題であります。地方交付税制

度については、いろいろ一致する考えを持

ってる部分もあれば、財政当局として、自

治体現場の対応もあろうかと思いますけ

ども、要は、先ほど言われた臨時財政対策

債の使い方について、年度末までの全体状

況を見ながら、４億８，０００万円を組ん

だけども、これを使うかどうかはまた判断

するという、そういう使い方、考え方であ

ります。 

ではなくて、いわゆる何でも使える一応

財源ですので、特定の財源でありませんの

で、自治体側として、市民の今の実態を見

たときに、この施策を打とうとするという

方針があれば、それを打っていただいて、

そのために、これを利用するんだという、

あわせて、財政上は基金残して、若干市債

はふえるけどもという、その扱いが僕大事

だと思っていますので、そういう今必要な

ところという意味合いで、積極的にどう活

用するのかというところをちょっと踏み

込んでいただいてと思うんですけども、改

めてちょっと聞いておきたいと思います。 

それと、先ほど申し上げた赤字地方債と

いう言い方はやめるべきだということを

改めてちょっとこの場で強調しておきま

すので、よろしくお願いいたします。 

基金の問題は大体わかりました。これか

ら大きな予算を投入されるさまざまな事

業が予想されますので、なかなかこういう、

これまで基金を温存し云々対応してきた

という、こういう財政運営の仕方が、どこ

まで通用するかという、そういう時点にな

っているかと思いますけども、いろいろ苦

労多いと思いますけども、そんな中で、こ

れまで大阪府下でも、いわゆる財政力指数

が１番だということで、豊かな財政という、

この財政学的には、そういう位置になって

いる状況をずっと維持しておりますので、

改めて、そういうことも含めていただいて、

基金の問題については、きっちりと精査を

していただきたいということで申し上げ

ておきます。 

災害対策基金の問題です。あんまり言う

ことではありませんけども、災害発生状況

に応じて、すぐ使えるようにするんだと。

支援の問題もそうでありますけども、全体

の財政状況を見たら、当初予算で、一定そ

ういう環境予算は組むけれども、そしたら、

そこで対応できるならば、補正を組んで、

また予備費も使ってとか対応できるわけ

で、何かその意味合いがはっきりしないと

いう受けとめをしておりますので、改めて、

年度当初で災害対策基金ということを設

定したわけでありますから、改めてそうい

うことを受けとめていただいて、積み方、

また内容についても検討いただきたいと

いうことで申し上げておきます。 

消防職員の問題でありますが、来年４月

１日では１０２名になるということであ

ります。昨年１０名、救急隊員を含めて職

員の増が図られました。その職員の増を図

って、いわゆる定数条例上、今現在１０２

名がその関係どうなのかということと、国

の基準に対して、ちょっと上回ってきたの

かという問題について、少しお答えいただ

きたいと。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、臨時財政対

策債に関する質問についてお答えさせて

いただきます。 

まず、地方公共団体が起債に関する規定

として、地方財政法の第５条がございます。
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ここで、地方債の財源としてできるものと

して、建設事業でありましたり、補助金、

貸付金、こういったものの財源とする場合

にのみ、地方債発行できるという原則がご

ざいます。 

その一方で、交付税制度の中で特例的に

そういった建設事業ではない一般財源と

して発行できるもの、そういったものとし

て、臨時財政対策債が例外的に規定されて

いるということで、そういった建設事業に

充てる地方債、建設地方債に対して赤字地

方債という言い方がされておるところで

ございます。 

この赤字地方債、やはり建設事業に充て

る地方債ではないというところで、我々と

しても通常の起債とは違うんだという認

識は十分に持っておかないといけないと

思っておりまして、特に、この臨時財政対

策債、今年度に交付税の需要額として元利

償還金が算定されて、その分が帰ってくる

という仕組みになっておりますけれども、

これにつきましては、臨時財政対策債を発

行しても、しなくても、今年度きちんと交

付税の需要額に積まれるということがご

ざいます。そういったために、今一時我慢

しておれば、今年度、交付団体になった場

合は、きちんと交付税として交付されると

いうことが見込まれます。そういった面で、

我々といたしましても、今一時期、少し我

慢をすれば、交付税として返ってくるとい

うことはやっぱり重要であると考えてお

りますので、ほかの建設事業債よりも、臨

時財政対策債の発行については、十分慎重

にあるべきだと考えているところです。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 明原消防長。 

○明原消防長 ご質問にありました消防

職員の実員管理の問題、それと消防力の整

備指針での数値というご質問にお答えし

たいと思います。 

まず、消防職員の実員管理につきまして

は、ご指摘いただいていますとおり、定数

１０３名でいただいていまして、来年４月

１日現在ですね、１０２名ということにな

ります。それで、ご存じのとおり、救急隊

の専任隊の増隊という問題で人数をいた

だきまして、この１１月から実際新しく救

急隊の専任隊を動かせるところでござい

まして、この新しい体制で、実績も踏まえ

ながら、適正な人員配置というのを検証し

ながら、新たに進んでまいりたいと、この

ように考えています。 

それと、消防力の整備指針の数値の改善

というご質問ですけども、消防力の整備指

針の充足率につきましては、申しわけござ

いません。ちょっと今数字が手持ちでない

んですけども、計算分母については同じで

ございまして、分子が大きくなった分、数

値的には若干の改善となったように認識

をしております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

三好委員。 

○三好義治委員 ちょっと数点、前任者の

質問に１点絡む部分もあるんですけど、歳

入で、子ども・子育て支援臨時交付金、先

ほどのやりとりを聞いておりますと、私が

認識していたのは、この子ども・子育て支

援臨時交付金については、令和元年の今予

算だけが交付金制度として交付されると

いう認識をしとったんですが、先ほど質問

者からは、これからまだ継続してやられる

ような話もあったんですが、この点につい

て整理した答弁をいただきたいというよ

うに思います。 

それと、１７ページの前年度繰越金の４
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億５，１８３万円、感覚的には、私は非常

に多い繰越金になっているなという認識

をしておりまして、平成３０年度決算を見

ますと、前年度繰越金が２億４，１００万

円で、この地方財政法の仕組みも含めて、

今年度は何で４億円も繰越金に持ってい

たのかということについて、お答えいただ

きたいと思います。 

それとあわせて、先ほど災害対策費で１，

０００万円、私もこれ３月のときに、災害

対策基金積立金の条例制定をしたときに

も厳しく指摘しとったんですけども、今回

も１，０００万円、もともと５，０００万

円の目標の積立金をやっていきたいと。さ

っき野口委員も言われていましたけども、

私も大きな災害が来たら、災害対策積立基

金だけで対応できるようなものではない

と思っているんですね。 

もう１点の視点は、やっぱり目標を掲げ

ていくんやったら、自然災害はいつ来るか

わからない。その中で目標を定めてる５，

０００万円やったら、当初予算のときも何

で５，０００万円の積み立てをすぐしない

んだという指摘もさせていただきました。

先ほど、財政課に質問した繰越金の４億円

も絡めて、今年度の剰余金を見た中での１，

０００万円という額が積立金の額が、本当

に適切なのか、その剰余金を見るんやった

ら、きっちりと５，０００万円は積み立て

られたん違うのかという、今感覚を持って

おります。 

それだけにしておきます。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、三好委員の

１番目の子ども・子育て支援臨時交付金の

件につきまして、答弁申し上げます。 

委員がご指摘いただいてますとおり、今

回のこの臨時交付金については、今年度限

りということになっております。ただし、

この臨時交付金、大阪府の負担分も合わせ

て、今年度交付されることになっておりま

して、来年度は、府の負担金として一部入

ってくるということになっております。そ

のため、臨時交付金としては今年度限り、

これについては変わりません。ただし、こ

のうちの一部について、大阪府負担金とし

て改めて入ってくるという形になってお

りますので、ご理解いただきますようお願

いいたします。 

それから、補正予算書１６ページ、１７

ページの前年度繰越金４億５１８万３，０

００円につきまして、答弁申し上げます。 

この前年度繰越金は、前年度決算を打ち

まして、実質収支分について、翌年度予算

計上することということが地方自治法で

決まっておるところでございます。この金

額につきまして、例年、以前ですと１億円

から２億円、多いときでも３億円単位にな

ったのかなということで、今回委員からも

ご指摘いただいておるとおり、少し多い金

額になっております。 

本市の決算につきましては、最終、財政

調整基金によって財源を調整いたしまし

て、毎年黒字を確保している状況でござい

ます。この繰入金を決める際に、３月、そ

れから４月、５月の出納閉鎖期間中に、大

阪府や国から最終的に入ってくるお金、そ

れから、歳出については、精算で返ってく

るお金等ございます。そういったものを勘

案しながら、最終的に繰入金の額を決めて、

実質収支、黒字を確保しているんですけれ

ども、今回その出納閉鎖期間に入ってくる

お金が少し見込んでたものよりも多かっ

たということで、実質収支の黒字額が膨ら

みまして、この繰越金としては、この４億

円ということになった次第でございます。 
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それから、３番目の災害対策基金積立金

の１，０００万円の増額について、一気に

目標である５，０００万円、残りの４，０

００万円積み立てるべきではないかと。前

年度繰越金も４億円ある中で、１，０００

万円というのがどうなのかというところ

でございますけれども、この４億円のうち、

先ほども申し上げましたとおり、法定の積

み立てとして、２億円を財政調整基金への

積み立てをいたしております。残り２億円

のうち、どういった事業の一般財源として

活用するのか、全体を見て考えたときに、

当初予算でまだ財政調整基金の繰入金１

５億円ほど繰り入れをして予算を組んだ

という経過があるというところも、やはり

我々としては重要視しておりまして、予算

上、この組んだ繰入金を減らすことも一つ

は必要だということを考えました。その中

で、災害対策基金の積み立てを幾らにする

のか、基金の繰入金の減額をどこまでふや

すのかということを考えまして、当初予算

で備品購入費を計上させていただいたと

いうこともございますので、１，０００万

円まででまずは段階的に積んでいこうと

いうことで、今回１，０００万円という補

正予算にさせていただいております。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 子ども・子育て支援臨時

交付金についてはわかりました。ただ、歳

出に入っていくんで、物の考え方だけ１点

だけ述べさせていただくと、今回は、保

育・幼児教育が無償化になりますよね。子

育て支援に対しての交付金だから、そこに

対して、本来給食費といいますか、一人４，

５００円、食材９００円、こういったこと

にも、できたら手をかけていただいて、そ

ういうもんも、やっぱり無償やというよう

なことまで摂津市としての本来の子育て

支援のスタンスを見せていただきたかっ

たということをちょっと要望しておきま

すね。 

それと、今の前年度繰越金の考え方なん

ですけど、国からの交付金やらいろんな補

助金の決定は、確かに過去の経緯から見ま

すと、３月末のぎりぎりとか、出納閉鎖期

間、これは非常に難しい部分であるけども、

これまでも指摘してきたように、できるだ

け原課がそういうことを精査しながら、予

算管理をしていかなければならないと。一

般的に、これだけ４億円の繰越金が発生す

るとなると、日常の予算管理の進行管理は、

本当にどうされてるんかと、ここが問われ

てくるんですね。 

その中で、２分の１を基金に持っていく

とか、ここまでの財政運営をしていくのに、

基金の繰り入れをしなければならないと

か、先ほどの臨時財政対策債、これもそれ

に充当するようなことが見え見えなんで

すね。だから、今回のこの繰越金の４億円

をどのようにね。先ほどは、国とかいう補

助金、助成金、こういったことがなかなか

見込めなかったと。私らも、これまでも、

やっぱり１２月末、１月末までには、何ら

かの形でやっぱり行動すべきだというふ

うな話もしてきた過去の経緯があります。

ここ数年見ると、この４億円というのは、

非常に大きな額なんですね。それぞれひも

解いても３年、４年ぐらい前もこの数字ぐ

らいになりました。一回ね、そのときも指

摘して、また平準化されて、予算の進行管

理をしっかりやりますという答弁をいた

だいたんです。今回のこの部分、再度お答

えいただきたい。どの部門がこれだけはね

上がったんやと。まず多分福祉やと言うか

もわかりませんけど、実際。ちょっとお答
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えいただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、繰越金に関

するご質問について、お答えさせていただ

きます。 

委員からもご指摘いただいていますと

おり、繰越金４億円になったことについて、

どういった見込みをしていたのかと、執行

管理が適切に行われてたのかというご指

摘をいただいております。これにつきまし

ては、我々としましても、まだきちんと改

善していかなければならないというふう

に、まずは考えているところでございます。 

今回の要因といたしましては、複数の要

因が考えられますけれども、やはり福祉の

部門については、かなり事業が複雑化して

いると、それから府、それから国の補助金

についても、メニューが多様化してきてい

るというところがやはりございます。 

そういったところにつきましては、担当

課だけではなく、財政としてもきちんと担

当課とともに、見込みをきちんととらえて

いく必要があると認識しており、今年度の

執行については、十分にそのあたり、執行

管理していきたいと考えております。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

以上で質疑を終わります。 

暫時休憩いたします。 

（午前１０時５５分 休憩） 

（午前１０時５７分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

議案第４６号所管分の審査を行います。 

補足説明を求めます。 

山本市長公室長。 

○山本市長公室長 よろしくお願いいた

します。 

議案第４６号、会計年度任用職員制度の

導入等に伴う関係条例の整備に関する条

例制定の件につきまして、提案内容の補足

説明を申し上げます。 

このたびの一部改正は、地方公務員法及

び地方自治法の一部を改正する法律が、令

和２年４月に施行されることに伴うもの

で、特別職非常勤職員は、専門的な知識、

経験等に基づき、助言、調査を行う者に、

臨時的任用職員は、任用の対象を常勤職員

に欠員が生じた場合に、それぞれ厳格化さ

れたほか、これまでの一般職非常勤職員は、

会計年度任用職員制度として整理され、任

用の方法や任期、給与等が法律上明確化さ

れることに対応するため、関係する条例に

ついて、所要の改正を行うものでございま

す。 

本会議におきましても、ご説明いたしま

したが、本改正条例は１４の条文からなっ

ており、改正箇所の多い第５条について、

補足的にご説明申し上げます。 

なお、議案参考資料（条例関係その１）

の１２ページから３８ページもあわせて

ごらんいただきますよう、お願いいたしま

す。 

第５条、摂津市一般職非常勤職員等の勤

務条件等に関する条例の一部改正となっ

ており、法改正に伴い、題名を「摂津市会

計年度任用職員の勤務条件等に関する条

例」に改め、改正後の第２条では、フルタ

イム会計年度任用職員及びパートタイム

会計年度任用職員の定義について。 

改正後の第４条では、給与の種類として、

フルタイム会計年度任用職員は、給料、地

域手当や期末手当などの各種手当とし、パ

ートタイム会計年度任用職員は、報酬と期

末手当とするほか、報酬の種類は、地域手

当相当分を含む基本報酬や時間外勤務、特

殊勤務等に係る報酬とする旨について。 
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改正後の第５条では、別表に掲げる給料

手当表を適用する旨や、パートタイム会計

年度任用職員の基本報酬の定め方につい

て。 

改正後の第６条及び第７条では、給料等

の支給方法や給与からの控除について。 

改正後の第８条及び第９条では、フルタ

イム会計年度任用職員に支給する地域手

当や給与の減額について。 

改正後の第１０条から第１７条では、新

たに支給することとなる夜間勤務、特殊勤

務に係る手当、報酬及び期末手当の各算出

基準と給与関係規定の文言整理につきま

して。 

改正後の第１８条及び第１９条では、通

勤に係る手当や費用弁償及び公務出張に

係る費用弁償について。 

改正後の第２０条及び第２１条では、専

従休職者の給与や給与等の口座振替につ

いて。 

改正後の第２２条から第２４条では、会

計年度任用職員の休暇の種類や年次有給

休暇を年度ごとに付与すること等につい

て。いずれも常勤職員の例を基本とし、そ

れぞれ規定するものでございます。 

以上、議案第４６号の提案内容の補足説

明とさせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、質問をさせて

いただきます。 

先ほども説明いただきましたように、非

常にいろいろとあるということは認識を

いたします。そこで改めて、全体の概要と

具体的に何が変わるのかというところを

もう少しわかりやすく説明していただけ

ればと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時３分 休憩） 

（午前１１時６分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます。 

このたびの改正は、全国の自治体におい

て、解釈、運用がさまざまでございました

臨時・非常勤の職につきまして、地方公務

員法、地方自治法で改正になり、職の厳格

化及び明確化がなされたということでご

ざいます。その中で、会計年度任用職員制

度の導入等があるわけなんですけれども、

本市で申し上げますと、一般職の非常勤職

員及び臨時的任用職員という職の方がお

られます。この方々がこの会計年度任用職

員の制度に移行をすることになります。こ

のほか、特別職非常勤職員の方の中にも、

一部移行する職というのがございます。 

会計年度任用職員の給与等につきまし

ても改正がなされまして、適用する給料表

であったり、期末手当の支給等、常勤職員

との均衡、権衡を保った制度となるもので

ございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 先ほどのご説明につい

ては、おおむね理解をいたしました。一般

非常勤職員と臨時的任用職員というのが、

会計年度任用職員に統括され、その給与に

ついても、常勤職員との均衡を図るという

ように大きく変化をしたということにつ

いては理解をいたしました。 

その上で、実際じゃあこの条例について、

改正によって、その効果とか、あるいは市

における影響というものはどのようにな
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るのかお聞かせください。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます。 

今回の改正による影響ということでご

ざいますけれども、現在の臨時・非常勤職

員の方の給与水準というものが、新たな手

当の支給ということもございまして、上昇

する想定でございます。 

また、新たな任用の際の前歴加算によっ

て、報酬額が年度ごとに変わるというよう

な制度になることでありますとか、あるい

は通勤にかかる費用弁償が常勤職員に準

ずる基準となることで、より納得度の高い

制度になるのではないかと想定しており

まして、職務意欲にもよい影響が期待でき

るのではないかと考えております。 

このほか、地方公務員法改正によりまし

て、会計年度任用職員にも条件付採用期間

というのが１か月間設けられる制度とな

っておりまして、公務能率の維持、確保の

観点でも、より明確な運用が市として図れ

るものと考えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 その今の会計年度任用

職員が待遇改善、あるいは報酬等で、これ

まで以上によくなるという概略について

は、おおむね理解をいたしました。 

今、非常勤職員のことが、まさに働き方

改革等々言われている中で、待遇改善、待

遇向上というのが必要かなと認識をして

おります。必要な条例というところについ

ては、ある程度理解をいたしました。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

南野委員。 

○南野直司委員 この会計年度任用職員

制度の導入などに伴う関係条例の整備と

いうことで、現在までの一般職非常勤職員

が、新たな会計年度任用職員に移行してい

くということです。それで、あるいは特別

職非常勤職員、そして臨時的任用職員の中

の対象者が会計年度任用職員に移行して

いくという条例ということでご説明があ

りました。これは、大きくいいますと、働

き方改革の中の一つかなというふうに認

識をしておるんですけども、その働き方改

革という観点から、ちょっと今回の整備に

ついて、どのようになっていくのか、ちょ

っとお答えいただきたいなと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます。 

今ご質問にございましたとおり、働き方

改革の観点というのが大きくこの制度改

正の中にはあるわけなんですけれども、一

般職の非常勤職員、臨時的任用職員が会計

年度任用職員へということの改正の中で

は、会計年度任用職員が担うべき職務内容

の整理、それから、その職務内容、責任の

度合いに応じて、常勤職員との均衡、権衡

をきっちりと考慮した上での給与設定と、

こういうことが国のほうからはマニュア

ルとして示されているわけでございます。 

特別職非常勤職員の中にも、本市におい

ても、会計年度任用職員のほうへ位置づけ

られる職というのがございますけれども、

基本的には労働者性の高いといいますか、

勤務時間がきっちりと制定されていると

いうか、週当たり何時間勤務をするという

ふうな、そういう職が一部特別職非常勤職

員の中にございますので、こういう職につ

いては、同様に会計年度任用職員へという

ふうな整理をするということになってご

ざいます。 
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以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 南野委員。 

○南野直司委員 今国会のほうでも、いろ

いろ働き方改革の件で議論されておりま

すけども、将来は、臨時的任用職員の方も

厚生年金、例えばですけども、加入してい

くということも出てくるのかなと思いま

すけども、ある一定の時間以上就労された

ら、厚生年金の加入ということになってい

ますけど、その辺ちょっともしわかる範囲

で教えていただけたらなと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます 

年金のお話がございましたけれども、現

在の制度の中で、一般職非常勤職員、臨時

的任用職員のご質問にございました一定

の週当たりの勤務時間の方は、既に厚生年

金であったり、健康保険の制度ですね。協

会けんぽに加入をされているという形に

なりますので、この制度移行によって、何

か変更があるかと言われると、変更はない

んですけれども、ただ一部、フルタイムの

会計年度任用職員という考え方が示され

ておりまして、このフルタイム会計年度任

用職員につきましては、共済組合への加入

ということが、国のほうから示されており

ますので、本市において、その運用につい

ては適切に行っていきたいと思っており

ます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

野口委員。 

○野口博委員 なかなか事前に説明いた

だきながら、どういう形で議論をしたらい

いのか悩みながら立っておりますけども、

なかなか言葉を含めて難しいなと思って

います。いろいろ国会の議論の様子も、文

書を見ながらこの場に立っていますけど

も、我が党として、日本共産党として、国

会の場で一応反対させてもらったんです

よ。 

というのは、正規の職員の拡大だとか、

こういう厳格化することによって、非正規

の方々にとって、正規職員化の道が閉ざさ

れるということだとか、いわゆる非正規職

員の方々が、会計年度任用職員という制度

をつくったことによって、この人員の調整

弁として利用されるんじゃないかという

ことを指摘もし、そういう内容で、我が党

として、国会の場では反対させていただい

たんですよ。 

しかし、いろいろ地方の現場では、摂津

市もそうでありますように、再任用の短時

間を除けば、４割が摂津市も非正規であり

ますので、そういう職員構成の中で、いか

に市民サービスを向上させていくのかと

いうことが新たに問われていると思って

おります。 

 最初に議論されてました、この、まず会

計年度任用職員の労働条件、待遇条件がど

う変わるのかという問題であります。フル

タイムの場合は、説明ありましたように、

給料及び手当の対象になりますし、地域手

当だとか退職手当、期末手当も入ってきま

す。パートの場合は、報酬という名前にな

りますけども、期末手当、交通費が支給さ

れます。こういう一定の条件の拡大がなさ

れます。 

そこでまず、労働条件問題でお聞かせい

ただきたいのは、一つ目に、会計年度任用

職員の方々が今は臨時の場合やったら半

年間の任用で１回更新と。非常勤一般職に

ついては、２回更新で３年間という、こう

いう縛りで、この採用による問題について

は判断されていますけども、今回は再度の
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任用ということになります。市からは、会

計年度任用職員について、２回更新でオー

ケーとしておりますけども、２回更新でオ

ーケーだと３年間続きます。年度ごとにな

りますので、基本的にはね。年度ごとに人

事評価をされて、次年度どうするかという

話し合いがされます。そこで３年を迎えま

す。３年を迎えた後も、本人としては、継

続雇用をしていきたいと思った場合に、多

分資金があると思いますけども、その後に

ついて、どういう形で、いわゆる雇用が始

まっていくのかというのが一つです。 

二つ目には、これ条件付採用期間という

のがひと月設けられます。これが例えば、

平たく言えば、この使用期間といいますか、

正職６か月、再任用職員はひと月の利用で

済みますわということで理解していいの

かという、これが、労働基本給の問題につ

いて、どうなのかというのをちょっと教え

ていただきたいと。 

三つ目には、この会計年度任用職員の中

で、フルタイムとパートがあります。もう

多くはパートの方になると思うんですけ

ども、３８時間４５分、このフルタイムを

働く会計年度任用職員は、実際どういう職

種なのかというところをちょっと教えて

いただきたいと。 

条例を見ますと、この条例例規集の一般

非常勤職員の職の区分で、自動車運転嘱託

員から連携教育支援嘱託員などたくさん

ありますけども、これを見ても、フルタイ

ムというのは見られないと。単純にいった

ら、ここに入ってない保育士だとか、その

他いろんなことあると思いますけど、具体

的にフルタイムということで見ているの

は、どういう職種なのかと。またどういう

人数なのかということについて、少し示し

ていただきたいと思っています。 

それと、フルタイムの方について、別表

フルタイム会計年度任用職員給料表があ

ります。１号給で１４万４，１００円から

出発します。例えば、この最初の１号給で

任用される方々が大体どんな方なのかと

いうことと、その方が３年間継続して、４

年後を目指した場合に、次年度、どういう

給料体系に上がっていくのか、３年後、最

高になった場合にどうなるのか、この等級

の時給の考え方について、少しわかりやす

く説明いただきたいと思います。 

あとは、パートの方々の報酬の決め方、

今申し上げたフルタイムの給料表があり

ますけども、これに対して３８時間４５分

に対しての実労時間について、どう考えて

計算していくのか、パートの方々の報酬の

決め方について、以上、４点お願いいたし

ます。 

それと二つ目は、今回の改正によって、

特別職非常勤職員、会計年度任用職員、そ

して、臨時的任用職員３種類であるという

ことで説明を受けていますが、そこで、そ

れぞれ人数が資料で示されてます。例えば、

特別職非常勤職員、現行では約１，４３０

名、移行後は約１，２３０名になるんだと。

るる数字がありますけども、特に、臨時的

任用職員、いわゆる長期で病気をしたとか、

フルタイムで期限を切って仕事をしてい

ただくという、臨時的任用職員について、

５名となっていますけども、この辺の中身

についてということと、その他で１８０名

とあります。現行の中では、その他の１８

０名はないんですけども、移行後に１８０

名になっていますけど、この辺がどういう

職種を考えているのか、あわせて教えてく

ださい。 

三つ目は、今後の改善方向です。 

この間、国会審議の中では、いろんな働
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き方の問題について、各党の議員も議論す

る中で、いろんな改善方向が確認をされて

います。ちょっと申し上げますと、一つは、

会計年度任用職員について、会計年度任用

職員の業務は任期の定めのない常勤職員

と異なる設定にすべきだということ。勤務

時間について、現行フルタイムで任用され

ているものをパートタイムに変更したり、

財政上の制約を理由として、合理的な理由

なく働く時間を短くして、パートタイムに

変えることは、改正の趣旨に合わないと。

臨時、非常勤全般については、任用の見直

し、手当支給に伴う財政措置は、各団体の

取り組みを調査の上検討すること。任期の

設定について、職務の遂行は必要かつ十分

な任期を定める配慮義務がある。退職手当

や社会保障等の負担を回避するために、空

白期間を設けることは不適切。今般の法改

正の趣旨は、適正な勤務条件の格なり、財

政上の制約理由とする必要な任期外の抑

制、雇いどめ、処遇の引き下げは改正の趣

旨に添わないと、こういうことを改善方向

として確認しながら、国会では２年前の１

９３回通常国会で採決されたわけですよ。

こういう点を含めて、これが今回の摂津市

の条例改正案、提案にどう生かされている

のかということをちょっと聞かせていた

だきたいと。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問にお答えをいたします。 

まず１点目の会計年度任用職員の労働

条件がどう変わるかというお話でござい

ました。現在、ご質問にございました任期

の部分につきましては、１年の任期、その

期間の人事評価をもって２回更新を可能

とする制度を摂津市では使っております。 

会計年度任用職員の制度が導入された

として、何かこの部分で変わる点があるか

ということですけれども、この部分につい

ては、現在の制度をそのまま活用するとい

う形で考えてございます。 

３年目以降の任用を希望される方につ

きましては、任期の３年目のおりに、採用

の試験等がございましたら、その試験を受

けていただきまして、合格をされると、翌

年４年目という形になります。そこからま

た１年の任期と、人事評価による２回目の

更新が始まると。その３年のスパンで任用

を行っていくという形になってこようか

と思います。 

それから、２点目の条件付採用期間の部

分なんですけれども、常勤職員におきまし

ても、６か月間の条件付採用期間というの

がございます。公務能率の維持確保の観点

から、このような期間が設けられているわ

けなんですけれども、会計年度任用職員に

あっては、１か月間ということで、法で新

たに規定がなされました。現在、常勤職員

は半年の任用の終了時に所属長の評価を

もらいまして、その評価をもって、正規の

任用に移行するという形をとっておりま

すが、会計年度任用職員の具体的な運用方

法につきましては、常勤職員の例を参考と

しながら、今後詳細を決めていきたいと思

っております。 

それから、フルタイムにどういう職があ

るかということでございました。現在、想

定している職としましては、保育所でお勤

めをされる保育士ということで検討をし

ております。フルタイムで１５名から２０

名程度が想定される方ということで、所属

のほうとも、保育所の職場が比較的変則の

勤務といいますか、開所時間が長いという

こともございますので、どのような勤務形
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態が最も望ましいかということは、引き続

き協議をしていきたいと思っております。 

なお、給料表のご質問もございました。

別表に掲げております給料表の見方でご

ざいますけれども、ここにお示ししており

ますご質問にもございましたとおり、フル

タイムの方の給料月額ということでご理

解をいただければと思います。 

パートタイムの方の場合は、ここに時間

按分をする形になります。４分の３の方で

すと、もうこの給料月額に４分の３を掛け

るというふうな理解をお願いしたいと思

います。 

この１号給、どういう職種がというお話

もございました。現在、臨時的任用職員と

してお勤めをいただいている方々という

ことになってまいります。事務的な職を担

っておられる方という方もおられますし、

現場作業をされている方、収集であったり、

環境センターでお勤めされている技能系

の職員、このような方は、１号給に該当し

てくるものと考えてございます。 

それから２点目のご質問でございます。

職種の特別職の職員から会計年度任用職

員に移行する職種ということで、ご質問が

ございました。今回の条例改正で、特別職

を定めている別表というのを改正いたし

ております。 

会計年度任用職員への移行を想定して

いる職といたしましては、当直の嘱託員、

市史編さん嘱託員、中国残留邦人等支援相

談員、それから緑化推進嘱託員、教育指導

嘱託員、公民館長となっておりまして、先

ほどご質問に一度答弁をさせていただい

たんですが、勤務時間の定めがあるとか、

労働者性の高い職種について、会計年度任

用職員への移行ということで考えてござ

います。 

それから、その他で１８０名はどういう

内容かというご質問がございました。この

１８０名は、特別職の非常勤職員としての

位置づけ、任用根拠の部分で一定国のほう

で法律に基づいて、指名されているわけな

んですが、これに該当させることが困難で

あるということで、具体的には報償費によ

って、各業務の依頼をさせていただく方と

いう形で、地方公務員としてではなくて、

１件１件の報償費でということで整理を

図ろうとしているものでございまして、職

種としましては、地区振興委員、それから

青少年指導員、この２職種につきましては、

報償金で、その他として対応するというこ

とで想定をいたしております。 

それから、臨時的任用職員の５名という

ことでご質問がございました。今回、臨時

的任用職員は、正規職員の休暇代替に限定

をした任用になるということでございま

して、ただ、本市においては、育休であっ

たり、病気休職によって欠員が生じた際に、

人事異動であったり、そういう柔軟な運用

をしております。ただ、どうしても、その

柔軟な運用が難しいであろう、やっぱり保

育所現場で、こういう職が発生するのでは

ないかと想定をしているところでござい

ます。 

保育所現場におきましては、保育士の配

置基準等があり、担任を担う常勤の職員、

こういう方が休暇に入った際には、同等の

業務を行う臨時的任用職員として任用す

るのが適切ではないかと現在のところで

は考えているところでございます。 

それから、３点目の国会審議との関係で

ということでご質問がございました。フル

タイムの職、合理的な理由なくパートタイ

ムへの変更であるとか、空白期間の問題等

のご指摘をいただきましたけれども、基本
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的な考え方といたしましては、現在の一般

職非常勤職員の勤務時間を、この制度改正

によって変更するということは考えてご

ざいません。 

それと、空白期間を設けることは不適切

とのご指摘ございましたけれども、現在の

ところ、空白期間として設けない形で運用

しておりますので、この部分についても、

きっちり対応できているものかなと思っ

ております。 

処遇の引き下げ等の観点等に関しまし

ても、全ての職種で処遇改善になるような

見込みをいたしておりますので、この国会

での議論については、きっちり生かされる

改正になるのではないかと考えておりま

す。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 少し理解が進んだと思っ

ていますが、最後に答弁されたように、現

状と比べて、いろんな法律的な問題点はあ

るにしても、いわゆる労働条件だとか、い

ろんな待遇面では、プラスになるというこ

とに理解していいのかということをもう

一回ちょっと。不利にならないのかという

のをもう一回答えていただきたいと思い

ます。 

それと、現在、臨時的任用職員、一般職

非常勤職員、特別職非常勤職員として勤め

てる方々が、来年４月、この会計年度が４

月１日施行ですから、最初の出発時に、い

わゆる人事評価じゃなくて、面接か何かで

最初決定するのかということについて、ど

ういう形で現在、非正規の方々が来年度雇

用するときに、どういう対応で始まってい

くのかというのを確認のために教えてい

ただきたいと思います。 

それと、冒頭申し上げたように、国会の

場で、いわゆる正規職員をふやさないと、

拡大を阻害される要因にならないか。実際

の現場によっては、非正規の方々の移行に

より人員の調整弁として利用されるんじ

ゃないかという、この職員管理の問題で、

ちょっと関連した質問ですけども。数年前

に１０年間の職員管理計画つくりました。

これに乗っかってきて、いわゆる、これを

プラスして、いわゆるいろんな職場の状況

はあるにしても、これを理由として、いわ

ゆる職員削減というところに加速させて

いくという、こういう関連問題については、

今どうお考えでしょうか。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます。 

まず１点目、勤務労働条件の中で不利に

ならないかというご質問がございました

けれども、今回、給料の改正によりまして、

処遇の改善ということが想定をしており

ます。そのほかにも、休暇は一定程度、そ

の条例化のおりに整理はさせていただい

たんですが、一部、有給休暇の年度ごとの

付与の制度の導入であったり、今回の改正

によって、不利になる部分はないのではな

いかと考えているところでございます。 

それから、来年の４月で現状おられる方

がどういう対応ということでございます

けれども、現行、１年の任期で２回更新と

いう制度を引いておりますので、その更新

が可能な方につきましては、そのまま人事

評価をもって、新制度へ移行という形に考

えておりますし、任期がちょうど３年にな

る方、また、あるいは臨時的任用職員で任

期が切れる方につきましては、事前に個別

に説明をする必要はあるとは思うんです

けれども、採用試験を受験いただくという

ような形で、制度移行を図っていきたいと
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考えているところでございます。 

それから最後に、定員管理の関係で、常

勤職員の削減に使われないかというご指

摘でございますけれども、今回の制度改正

によって、常勤職員が担うべき職務内容、

それから、会計年度任用職員が担うべき職

務内容というのが一定程度明確になった

ということもございますので、調整弁とし

て、この部分を活用するということで、会

計年度任用職員に無理な負担を強いると

いうようなことはないような運用になる

のではないかと考えているところでござ

います。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 正職の方でも非正規の方

でも、その仕事が市民に直接いろんなこと

が与えられていくわけで、全体的な意味合

いでは、少しよくなると思っておりますけ

ども、ただ将来どうなのかちょっと予想は

できない部分もあろうかと思います。 

最後にちょっともう一回確認ですけど、

給料表で、フルタイムで会計年度任用職員

でそろえましたとした場合の方が、２年後、

３年後、切りかえの４年後にどういう給料

体系になるのか、ちょっとわかる説明をし

ていただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、給料表の関係

のご質問に答弁をさせていただきます。 

この給料表にございます金額は、ご質問

のとおり、フルタイムの金額ということに

なるんですが、各職種によって、初号の号

給、それから上限となる限度の号給、これ

を決めていく形になります。 

常勤の職員の制度としましては、１年間

で４号給昇給するという形になりますの

で、フルタイムとしてお勤めいただいた方

ですと、前歴加算をした結果、４号上がる

形の格付になるということになります。 

上限に達した場合には、その３年に一度

の試験の関係で、また１に戻るということ

はございませんでして、前歴加算というこ

とになりますので、それ以降、お勤めいた

だく場合の給料月額は上限の号給で支給

をするという形になる予定でございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 フルタイム会計年度任用

職員給料表がありますけども、１４万４，

１００円で、最初１年目就職した方は、２

年目が１４万５，２００円になると。２回

更新で４年目入るとしたら、１４万８，６

００円になるということの理解でいいん

ですか。ちょっと済みませんが。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 済みません。ちょっと説

明が不足しておりました。例えばで申し上

げますけれども、別表の１号給で最初に格

付されまして、フルタイムでお勤めされた

場合には、４号給、次の年には上るという

形になりますので、５号給の１４万８，６

００円、２年目でという形になります。常

勤職員が１年間で４号給上るという形に

なりますので、フルタイムであった場合に

は、４号給上って５号給になると。ただ、

パートタイムの方もおられますので、パー

トタイムの方は、時間按分で、例えば４分

の３の勤務時間であれば、１年たった実績

のもとに前歴加算は３号給上って４号給

になると、そういうような理解でお願いし

ます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ございま

すか。 

三好委員。 

○三好義治委員 今のやりとりでほぼわ
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かってきたんですが、ちょっと確認で。今

回、臨時的任用職員から会計年度任用職員

へ移行するに当たって、今まで予算枠やっ

たら賃金とか、報酬とかという名目の支払

いをされとったんですけど、今回、会計年

度任用職員のフルタイムになると、これが

給料になるんですね。そういうふうになる

と、扶助費から人件費に変わると思うんで

すけど、５００名の方々が、それが全て人

件費になってくるという理解をした場合、

統計の中でも、ラスパイレス指数関係、経

常経費関係、こういったことが非常にはね

上がってくるんではないかと思ってるん

ですが、この点について、お聞かせいただ

きたいと思います。 

それと、再任用で３年間仮に任期を満了

されて、正規職員への登用といいますか、

そういう優遇処置制度というのは、この制

度の中にはないのかと思いまして、一般の

採用試験をやる場合に、面接も行えるんで

すけど、その期間は本当に短い期間で採用

されているんですが、失礼ですけど、当た

りはずれあるかもわかりませんけど、今の

任期付職員の方は、３年間ずっと働いてい

ただいて、そこの性格も、仕事のやり方も

わかってるから、非常に即戦力としてなる

から、正規職員への登用は考えられてるの

か、お聞かせいただきたいと思います。 

それから、制度的には、私は今回の部分

は非常にいい方向に向かっているかなと

理解しております。 

それと、第２条関係で、表の中に出てお

ります日額の額のいろいろ今回整理はさ

れてないかもわかりませんけど、額で行政

福祉、大概は日額６，９００円と定められ

ていて、その中で行政不服審査委員会委員

が８，７００円、ＥＳＣＯ提案審査委員会

が８，７００円、それから介護認定審査委

員会で１万８，０００円、障害者介護給付

費等支給審査委員会が１万８，０００円、

日額の中で６，９００円からそこまでの差

異があって、僕が常々思っているのが、大

阪府の最低賃金が１時間当たりの額が９

００円オーバーして改正がされてると。こ

の日額の考え方で、本当に１時間当たりの

最低賃金の考え方からいったときに、網羅

されるんかという部分と、一方では、日額

の考え方でいった場合に、いろんな特別委

員会とか審査委員会いうのは、１日７．７

５時間の会議をやるような会議というの

は極めて少ないんですね。だから、その辺

の考え方について、ちょっと整理して答弁

いただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、３点のご質問

に答弁をさせていただきます。 

まず１点目、ご質問にございましたとお

り、今回、会計年度任用職員の費用といい

ますか、人件費の部分については報酬で財

政で科目を組むという形になりますので、

これは単純に人件費として計上してくる

ということになります。これは全国の自治

体で同様のことが発生するというふうに

考えております。 

それから、ラスパイレス指数の関係でご

ざいますけれども、この部分につきまして

は、国から、特にこれに伴って変更点とい

う形で通知は来ておりませんので、現在、

常勤職員の給料ごとにラスパイレス指数

を出しておりますけれども、この部分には

影響しないものと考えてございます。 

それから２点目のご質問で、３年の任期

の後に正職への登用の考え方でございま

すけれども、この部分については、採用試

験を行う際に、別に採用枠を設けるなどし

た自治体も、実は別の自治体であったんで
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すけれども、この部分については、国のほ

うから、平等取り扱いの原則に抵触すると

いうことで指導を受けている、そういう事

実もございます。ですので、３年の任期を

終えた後には、採用試験があったとしても、

公募の上で平等な試験を行って、その中で

能力実証されて、合格をされる、そういう

ことは発生するのかなと思っております

けれども、これのための何か制度を設ける

ということは、現時点では考えてございま

せん。 

質問の中にございました任期付の方の

お話もございますけれども、過去の実績と

しましては、本市で任期付でお勤めいただ

いた方で、公募の試験を受験されて、現在、

任期の定めのない常勤の職員になってお

られる方というのが数名おられるのは事

実でございます。 

それから最後に、特別職の日額と最低賃

金との関係ということでございますけれ

ども、特別職のこの報酬の額というのは、

もう長い期間変わっていない職というの

もございます。最低賃金との関係というこ

とでございますけれども、具体的にこの時

間数に対する対価というよりも、どちらか

といいますと、謝礼の意味合いが強い、そ

ういうような報酬の額ということになっ

てございますので、必ずしも、イコールに

はならないと考えておりますけれども、ご

質問の職それぞれの日額で設定をされて

いる額に差があるというところにつきま

しては、少し課題の認識としては持ってお

りまして、今回の制度改正、各市で全国的

に行われるんですけれども、来年度になり

ますと、この制度改正分の制度が出そろう

という形になりますので、改めて各市の各

委員の報酬の額については、調査をし、必

要に応じて、改正についても検討していき

たいと考えているところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山本市長公室長。 

○山本市長公室長 ご質問の中で、予算の

細目が賃金から給料というところのご質

問がございました。性質別の決算を打つ際

に、賃金につきましては、物件費というと

ころに計上をいたしております。予算費目

上、給料となりますので、性質別に、人件

費に振り分けることになるということを

想定はいたしております。ただ、決算統計

上、人件費の内訳いろいろございます。報

酬でございますとか、退職金でございます

とか、通常給料分でございますとか、その

中で、現常勤職員と今後発生いたしますフ

ルタイム会計年度任用職員の取り扱いに

ついて、まだ詳細は決まっていないという

ような状況でございますけども、想像とい

たしましては、性質別は人件費に計上する

ことになるということと考えております。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 あんまり深くもう追求

しませんけど、今言うてる賃金からの給料

に変わった部分で、国の動きも含めて、財

政指標を駆使しながら、わかった段階でま

た教えていただきます。 

それから、やっぱり今の臨時的任用職員

から、今回の会計年度任用職員になった段

階で、先ほど号数でぐっと上ってくる方々

もいてるから、人件費のパイそのものが、

人件費そのものがぐっと上がるような形

になるんで、ちょっとまた改めて、数値が

出た段階で教えていただきたいと思いま

す。 

それと、やっぱり再任用から正規職員へ

の登用というのは、僕は大事な視点だと思

ってまして、やっぱり非常勤で任期付職員

で働いていただいても、頑張ったら正規職
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員になんのやと。それからそういったこと

を考えていただくと摂津市役所に対する

帰属意識も非常に高まってくるんではな

いかなということで、これから検討してい

ただきたいのは、一般の採用試験もさるこ

とながら、やっぱり今の会計年度任用職員

の今後のことを考えたときに、そういった

登竜門が検討されることをちょっと要望

しておきたいと思います。 

それから、報酬の額ですね。別表第２条

の関係の報酬の額については、いみじくも

今課題ですという答弁をいただいたんで

すけど、その課題の中で、こういった特別

職やったら、半日の額、それから日額、月

額、年額、もしくは時間給というようなこ

とで、選挙の投票立会人は、もともとは日

額で定められていた部分を半日と日額、こ

の両方可能にしましたよね。そういったこ

とも参考にしながら、より公平性を保つた

めの報酬制度に検討していただくことを

要望して、質問を終わっておきます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午前１１時５０分 休憩） 

（午後 ０時５９分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

次に、議案第４９号所管分を審査いたし

ます。 

本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、質問をさせて

いただきます。 

この一般職の任期付職員の採用に関す

る条例等の改正というところで、特定任期

付職員等の採用というところが改めて変

わるというところですけども、もう一度、

この条例の概要について、概略で結構です

ので、説明ください。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ご質問に答弁

申し上げます。 

今回の改正につきましては、地方公共団

体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律というのがございまして、この法律の

第３条に基づきまして、高度の専門的な知

識、経験、またすぐれた識見を有する方を

特定任期付職員として、任期を定めて任用

ができると、そのような改正になってござ

います。 

概要ということでございますけれども、

背景としましては、会計年度任用職員制度

の導入等、職の整理、常勤職員も含めた職

の整理というものを行う中で、より適正な

制度の活用によって、市政運営に必要とな

る方を任用することができると。各市の導

入状況等も参考に、このたびの改正を行う

ということにしているものでございます。 

また、あわせて、既存の任期付職員制度

におきましても、担う業務や責任が同一で

ある常勤職員との均等待遇の観点から、給

料表、初任給格付等、見直しを図るもので

ございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 概要についてというこ

とで、市政運営に今必要となる方の任用と

いうところでございますけれども、これに

ついては、市としてはどのような方という

のを想定しているのかというところとあ

わせて、給与の件と、そしてまた、既存の

任期付職員制度について、均等待遇の観点
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から直すということで、職員の待遇向上に

つながるのかなというところの認識をし

ております。それを踏まえて、この改正の

効果というものを改めてお聞かせくださ

い。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、答弁申し上げ

ます。 

今回の改正の中で、特定任期付職員とい

う職を定めておりますけれども、この想定

といたしましては、各市の実績で申し上げ

ますと、弁護士の方であったり、公認会計

士の方、こういう方、高度の専門的な知識

をお持ちの方を任用されているケースと

いうのがございます。また、法の第３条２

項に定めます任期付職員、専門性を有する

職にあてがわれるということになるんで

すが、これにつきましては、警察の方であ

ったり自衛隊の方、またＩＴ関連の方など

ですね。そういう各種の実績というのがご

ざいます。本市におきましても、必要に応

じて、さまざまな専門的な方の任用が可能

になるものと考えております。 

あと既存の任期付職員の給与につきま

しては、給料表が常勤職員と同一になると

いうことでございまして、初任給の前歴加

算、それから定期昇給などが適用になりま

すので、一定の処遇改善になるかなと思っ

ております。このことによって、職務意欲

等、よい影響があるのではないかと考えて

いるところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 多様な人材の確保が、こ

れによってより容易になるというところ、

理解をいたしました。やはり、さまざまな

今法律でも細かいところ、あるいは資格等

も非常に細かく細分がされている中で、柔

軟な人材運用というところは必要になっ

てくるのかなと思っておりますので、まさ

に、この条例でその整備をしっかり整えて、

さまざまな事案等に対して必要な人材を

確保するというところの趣旨であるとい

うことについては理解をしました。それを

踏まえて、しっかりと明細等も、給料体系

も整えたというところについて理解をい

たしました。ぜひ、効果的な運用というこ

とをやっていただければと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

三好委員。 

○三好義治委員 ちょっと５ページの号

給別基準業務表の号給の１から４までの

うち、その右側に書いている基準となる業

務の表現の仕方が、今議論していたのは、

まさにそこの部分と思いますけども、だか

ら、１号給でいえば、「高度の専門的な知

識経験を有する者が、その知識経験を活用

して行う業務」が１号、２号との違いは、

最後の文言で、「困難」が追加されている

と。その次の３号が、次に追加されている

のは、「特に困難な」、４号が、頭に「特に

高度の専門的な」という部分が追加されて

るんやけど、どうもわかりにくい。非常に

どの部分の違いで、誰がそれを査定するん

ですかというのが、この条文の中で読み取

れないんですけどね。今の繰り返しになる

かもわからんけど、１号、２号、３号、４

号、こういったことを想定したときに、ど

ういった特定の方が１号で、どういう方が

２号で、今ここの摂津市役所の庁内では、

こういったたぐいの業務があるんかどう

か、こう言ったこともちょっと教えてもら

えますか。何せ、これ国の表現の仕方です

か。どうも、我々公務員というか、行政が

考えている言葉がなかなかなじめない部
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分があって、さっきの条例もそうやけど、

もうちょっと市民にわかりやすい表現に

変えられないですかね。こういったことを

含めて教えていただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 ただいまのご質問に答

弁をさせていただきます。 

ご質問にございました号給別基準業務

表につきましては、ご質問の中にございま

したとおり、国の基準表と同等の表現とい

う形になってございます。どこの号給に該

当するのかということにつきましては、個

別の業務、あるいは任用を行おうとする職

の方、これに応じて、任命権者が定めてい

くという形になってこようかと思います。 

ご質問の中にございました特に本市の

中で、今そのような業務があるかというお

問いなんですけども、今回の改正につきま

して、具体的な業務を想定した上で、改正

ということではなくて、今後起こり得る業

務について、対応ができるようにしようと

いう、そういう趣旨で今回の改正を行って

おりまして、現在で想定できますのは、こ

こ数年のＩＴ技術の革新といいますか、そ

ういう技術の進歩によって、そういう専門

の方を庁内に配置することが得策だとい

うことがわかってこれば、そういう方を任

用すると、そのときに具体的なミッション

といいますか、業務に応じて、比較的柔軟

な表現にはなっているかもわかりません

けれども、それぞれの事案に対して、任命

権者が定めていくということで、現在は考

えているところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 今回の条例については、

特段、今早急に運用をするような状況では

ないという答弁でしたけど、ただ今後発生

する想定の分は、もうちょっとわかりやす

く、もう今の段階でちょっとつくっていか

れたらどうですかね。 

１点だけ、その中での事例で、摂津市で

犯罪被害者相談員という方がおられます

ね。この方は警察の方ですよね。非常勤だ

から、これの適用はされないかもわからな

いけど、先ほど答弁の中で、対象となる方

は、参考として警察官とか、自衛官とかい

う表現をなされてましたけど、ここに書か

れている方については、常勤を想定された

中でのこの号給制度になってるのかな。非

常勤の場合は、先ほどの第４６条、これに

適用されるということで、肩書でここにお

さまるものではないという理解をしなけ

ればならないですね。この辺のちょっと確

認と、もうちょっとわかりやすい表現にで

きないものかということと、この２点、答

弁いただきたいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、ただいまのご

質問に答弁をさせていただきます 

ご質問にございました会計年度任用職

員との差ということで、この特定任期付職

員につきましては、フルタイムの常勤職員

ということで、任用を想定しているもので

す。現在も警察ご出身のＯＢの方というの

が非常勤職員としてお勤めをいただいて

いるんですが、仮のお話にはなりますが、

そこの充実を図るということで、常勤職員

配置が必要だと判断される場合には、この

条例を適用して、常勤職員を配置するとい

うことになってこようと思っております。 

もう１点、表現の部分でちょっとわかり

づらさがというご指摘の部分につきまし

ては、今回の条例におきましては、国の表

現ということ、それから国の号給の金額、

この辺を引用した形で条例制定を行って
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おります。今後このあたり、もう少し具体

的にならないかということについては、検

討はしていきたいと思っております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ございま

すか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

次に、議案第５０号所管分の審査を行い

ます。本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

暫時休憩いたします。 

（午後１時１０分 休憩） 

（午後１時１２分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

議案第５７号の審査を行います。 

補足説明を求めます。 

明原消防長。 

○明原消防長 議案第５７号、摂津市消防

団条例の一部を改正する条例制定の件に

つきまして、補足説明をいたします。 

議案参考資料（条例関係その２）、１３

９ページに、新旧対照表を記載いたしてお

りますので、ご参照をお願いいたします 

今回の改正は、成年後見制度の利用の促

進に関する法律の施行を受け、成年被後見

人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法

律が公布されましたことから、消防団員の

任用の基準につきまして、本条例の一部を

改正いたすものでございます。 

法律の趣旨といたしましては、成年被後

見人等の人権が尊重され、成年被後見人等

であることを理由として、不当に差別され

ないよう、欠格条項その他の権利に係る措

置の見直しを行うものとされており、今後

は成年後見制度を利用していることを理

由に、一律に当該職種等から排除するので

はなく、各職種等にふさわしい能力の有無

を個別的、実質的に判断するよう見直すも

のとなっております。 

これらを受け、本市現行条例で消防団員

の任用に際し、成年被後見人等を欠格条項

と記載いたしておりますものを、これを削

除いたすものでございます。 

それでは、条文に添いまして、ご説明を

申し上げます。 

第５条は、任命に係る欠格条項について

定めておりますが、成年被後見人または被

保佐人を規定する第１号を削除し、あわせ

て、第２号の用語を整理し、第２号から第

４号を１号ずつ繰り上げるものでござい

ます。 

次に、第６条は、分限について定めてお

りますが、第２項において、引用する第５

条の号を繰り上げいたしましたことから、

第３号を第２号に改めるものでございま

す。 

附則といたしまして、この条例は公布の

日から施行いたすものでございます。 

以上、議案第５７号、摂津市消防団条例

の一部を改正する条例制定の件の補足説

明とさせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

質問はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

暫時休憩します。 

（午後１時１５分 休憩） 
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（午後１時１６分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 討論なしと認め、採決

をします。 

議案第４２号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。よって、本

件は可決すべきものと決定しました。 

議案第４６号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。よって、本

件は可決すべきものと決定しました。 

議案第４９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。よって、本

件は可決すべきものと決定しました。 

議案第５０号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。よって、本

件は可決すべきものと決定しました。 

議案第５７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○渡辺慎吾委員長 全員賛成。よって、本

件は可決すべきものと決定しました。 

これで、本委員会を閉会いたします。 

（午後１時１７分 閉会） 
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